
Ｐ５コーナーＰ５コーナー
（株）Ｐ５では、経営計画策定、保険・不動

産等の資産運用、相続対策業務、パソコ

ンの購入及び指導、貴社のホームページ

の作成・ドメインの取得、計算書類の公告

のお手伝いをしております。

リサイクル預託金

リサイクル預託金(以下「預託金」と

いいます）は、車を廃車するときに必

要となるエアバッグ類のリサイクルや

カーエアコンのフロン類廃棄にかかる

費用をあらかじめ支払っておくもので、

新車や中古車にかかわらず、車を購入

した際に必ず支払わなければいけない

もので、メーカーによっても異なりま

す。ただし、二輪車、大型特殊自動車

などは預託金はありません。預託金の

おおよその金額は1万円から高くても数

万円程度です。

中古自動車を預託金1万円込みで50万

円で購入した場合の仕訳をしますと

(借方） (貸方）

車 両 49万円 / 現預金 50万円

預託金*(資産)1万円 /

* 「長期前払費用」でも可

なお明細で「資金管理料」が有れば

その部分は費用(支払手数料）にします。

以降この部分は考慮しません。

この中古自動車を預託金込みで30万

円で売却したとします。償却済みのた

め帳簿価格は1円だとしますと

現預金 30万円 / 車両 1円

/ 預託金1万円

/売却益289,999円

となります。

細かい話ですが､ここで注意しなけれ

ばいけないことに消費税の処理があり

ます。

固定資産の売却(この場合29万円）は、

課税売上となりますが、リサイクル預

託金の譲渡（この場合1万円）について

は非課税売上となります。

また、消費税の計算で、非課税の売

上(非課税資産の譲渡等）がある場合に

は、受け取った消費税から控除する支

払った消費税の計算で課税売上割合を

考慮しなければならないことがあり、

この課税売上割合は

課税資産の譲渡等の対価の額

資産の譲渡等の対価の額

で算定されますが、資産の譲渡等には，

消費税法上非課税とされる資産の譲渡

等（預託金も）含まれるため，預託金

の譲渡対価（預託金譲渡額の５％）も

この分母に算入されます（消令9①四）。

売却ではなく廃車処分した場合には

除却損 1円 / 車両 1円

支払手数料1万円 / 預託金1万円

となります。

弊所では zoomを常時開いており
ます。下線はリンク部分。

事務所・Ｐ５より・・
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令和6年9月１日
新・空き家特例

8月の最後の週は､停滞した台風10号

(Typhoon Shanshan）の影響で広
範囲に大量の雨を降らせました。こち

ら(茅ヶ崎市）でも一時、市内一部地域

に避難指示が出され、スマホから驚く

ほど大きな警告音が流されました。

先月は、日本だけではなくアジアを

中心とした地域で洪水が多発していま

す。一方南半球のアフリカや南米では

逆に干ばつに見舞われています。

イギリス(UK)のスターマー首相は、

８月29日に国営の国民保健サービス

（ＮＨＳ）への負担と納税者の負担を

軽減する手段として、パブの庭を含む

一部の屋外スペースでの喫煙を禁止す

る案を支持しました。喫煙者640万人の

うち喫煙のため年間8万人が死亡してい

るそうです。パブ業界は､客足が遠のく

ことを警戒して反対意見を表明してい

ますが、オーストラリアでは以前より

実施していますので、この規制は時間

は掛かっても実施されそうです。

世界で最も喫煙規制の厳しいとされ

ているメキシコでは、2023年により厳

しい反タバコ法が施行されました。

我が国の平成30年の成年の喫煙率は

男27.8％、女7.8％（JT全国喫煙者率調

査・ちなみに30年以降は調査をおなっ

ていません）。

2021年の我が国の人口統計は、全体

でおおよそ12,500万人、そのうち成人

(20歳以上としています）は､10,500万

人で、喫煙者は計算では、1,900万人と

なります。人口を考慮しても日本喫煙

人口は、UKの1.5倍になります。

日本人人口（2021年10月１日現在）単位千人

厚生省の令和４年度「喫煙環境に関

する実態調査」の調査結果では、日本

の喫煙対策に対するり組みは､先進諸国

に比べ立ち後れています。

令和4年調査結果 単位％

しかし飲食店の禁煙は50％以下で令和

3年より悪くなっています。

全体 男 女

全計 125,500 61,021 64,482

成人(20歳以
上)

105,136 50,583 54,555

喫煙率 ％ 27.8 8.7

合計 18,808 14,062 4,746

禁煙している
禁煙していな

い
不明

第一種施設
学校・行政施設等

86.3 12.6 1.1

屋内全面禁煙
喫煙専用室
設置

その他

第二種施設
一般施設・飲食店等

74.1 9.7 16.2

敷地内全面喫煙
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９月の税務・総務予定

（税務）

＊個人消費税の振替納税(中間が必

要な方)(中間１回の方）

9月30日(月)

（総務他）

＊防災訓練

COVID-19関連のデータはホームページ
(HP)に掲載しております。

令和5年度税制(令和5年法律3号)改正

で空き家に係る譲渡所得の3,000万円特

別控除(空き家特例）の拡充が図られ、

その適用期限が４年延長されました

（措置法35条③）。

空き家特例は、平成28年度税制改正

(法15号）で創設されたもので、空き家

の発生を抑制し、地域住民の生活環境

への悪影響を未然に防ぐ観点から、被

相続人の居住の用に供していた家屋を

相続した相続人が、その家屋（その敷

地を含みます。また、その家屋に耐震

性がない場合は耐震リフォームをした

ものに限られます）又は除却後の土地

の譲渡（相続時から3年を経過する日の

属する年の12月31日までの譲渡に限ら

れます）をした場合には、その家屋又

は除却等後の土地の譲渡益から3,000万

円を控除することができるというもの

です。

主な適用要件

①相続した家屋は、昭和56年5月31

日以前に建築された家屋（マンション

等を除きます）であって相続発生時に

被相続人以外に居住者がいなかったこ

と。

②譲渡をした家屋又は土地は、相続

時から譲渡時点まで居住、貸付け、事

業の用に供されていたことがないこと。

③譲渡価額が１億円を超えないこと。

この１億円限度は、高額所得者（富

裕層）による空き家特例の適用を排除

するほか，高額で売却できるような家

屋や土地は，空き家特例を適用せずと

も空き家になることはないと考えられ

るためだそうです。

これについて少しお話をしておきま

す。相続財産中に被相続人の居住用家

屋が建っていた敷地があった場合に維

持費が係りますので手放したいと思う

方も少なくないと思います。でも譲渡

所得税がかかることから躊躇される場

合もあるのではないでしょうか。通常

譲渡益に20％の税率で所得税等が課税

されますが、譲渡益から3,000万円の特

別控除が適用されれば、税金の負担は

少なくなります。これを利用できるの

が、空き家特例です。

すなわち､亡くなられた方がその家屋

に一人で住んでいた家屋の敷地でなけ

ればなりません。経験から言いますと、

亡くなる前には老人ホーム等に入所し

ていることも多いと思います。この場

合でも、要介護認定等を受けて老人ホ

ーム等に入所するなどで相続の開始の

直前において被相続人の居住の用に供

されていなかった場合でも、相続の開

始の直前まで、引き続きその家屋にそ

の被相続人の生活用品などが残されて

いるなど一定の要件を満たすときは、

直前まで被相続人の居住の用に供され

ていた家屋は被相続人居住用家屋に該

当し、空き家特例をうけることができ

ます。

これが、令和5年度税制改正により、

令和6年1月1日以後の譲渡については、

譲渡前に相続人（売主）が耐震改修工

事や除却工事を行う場合に加え、譲渡

後に“買主が行う場合”も空き家特例

の対象となりました。

買主による工事等は、譲渡日から譲

渡年の翌年2月15日までに完了する必要

があります。即ち通常、売主が耐震工

事や取壊しをし譲渡するのが一般的だ

と思いますが、買主が行っても良いこ

とになりました。

もちろん売主が、買主による工事で

空き家特例の適用を受ける場合も、確

定申告書に「被相続人居住用家屋等確

認書」（以下、確認書）等の添付が必

要です（措規18の2②）。

これは、買主が工事等をしなければ

空き家特例が適用できませんので、国

交省は、こうしたトラブルを防止する

ために、市区町村での申請時に確認事

項として特約書等のコピーの提出を求

めています。国交省ホームページで公

表されている特約等の例文では、工事

の完了期日、必要書類の交付期日を定

める文言に加え、これら期日を守らず

空き家特例を適用できなかった場合、

買主に対して損害賠償請求が可能とす

る文言が示されています。

例文では、「耐震基準に適合させる

場合」と「取壊しの場合」に分けて例

示しています。

取り壊しの場合については、次の通

りです。

１．売主及び買主は、売主が本契約

について租税特別措置法（・・）第

35条第３項に定める空き家の譲渡所

得の特別控除（・・）の適用を受け

ることを前提として、本契約の売買

価格等諸条件を決定したことを互い

に確認します。

２．売主及び買主は、本件土地及び

建物の所有権移転後に買主が本件建

物の全部の取壊し又は除却工事（・

・）を行うことに合意し、本工事に

ついては買主の責任と負担において

令和〇年〇月〇日までに完了させる

こととします。

なお、買主は、売主が本契約につ

て特別控除の適用を受けるために必

要となる書類（・・）を取得のうえ

令和〇年〇月〇日までに売主へ交付

するものとします。

３．前項のとおり買主が本工事を完

了できない又は売主へ必要書類の交

付をしないことにより、売主が特別

控除を受けることができなかった場

合、売主は買主に対し、特別控除を

受けることによって本来得られた税

控除額相当額の損害賠償を買主に請

求することができることとします。

ただし、買主の責めに帰すること

ができない事由により買主が義務を

履行できなかった場合は、買主は責

任を負わないものとします。
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（https://www.shonantax.jp/）
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